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令和４年４月１８日 

議決 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、管理者

の専決処分事項として、次のとおり指定する。 

１ 法令により当然必要とする条例を改廃すること。ただし、使用料及び手数料の

徴収に関する条例を除く。 

２ 法律上組合の義務に属する１件１００万円以下の損害賠償の額を定めること。

ただし、自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に規定する保険金又

は他の損害賠償保険金等により賠償金が補塡される事故については、その額に１

００万円を加えた額以下の額とする。 

３ 法律上組合の義務に属する１件１００万円以下の損害賠償請求事件について、

和解（裁判上の和解を除く。）すること。 

４ 前２項に規定する損害賠償額の決定又は和解に伴い、当該予算を定めること。 

５ 地方自治法第２４３条の２の２第８項の規定により、職員の賠償責任を免除し

ようとする場合において、当該賠償責任の額が１０万円以下のものを免除するこ

と。 


